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１．日本の商社は過去100年以上環境の変化に対応し、カメレオのごとく業態の変容を行

い、成長してきた。ドラッカーも、企業経営における変化への適応の重要性を強調している。地球上の恐竜が死滅したのも環境激変に対応できなかったからである。南米ガラッパゴスで古代生物が生き延びているのは環境に対応しているからであるという。
２．21世紀に入り、経済のグローバル化の進展で、世界のビジネス環境は激変しつつある。1990年台末から2000年初めにかけて、旧共産圏、社会主義圏の市場経済化の加速で、自由主義圏、市場経済圏の有効需要はそれまでの10億人から30億人に急増し、地球規模のビジネス競争が激化した。1997年のアジア経済危機、2007年のサブプライム問題。2008年のリーマンブラザーの破綻に端を発する金融危機。2011年からのEUのギリシア、さらにスペイン、イタリアに波及しつつある国家・ソブリン財政危機、2000年に入ってからのBRICSの急成長などは世界経済激変の一例である。
３．かかる状況下、世界中に情報のアンテナを張り巡らし、情報、ビジネスインテリジェンスを即座に活用し、市場の変化に即応し、情報インテリジェンス企業でもある世界に類を見ない、日本の総合商社のCIO担当副社長（最高情報執行役員）を歴任。かつ現在はICT企業の特別顧問で、商社情報戦略などの著書もある島田精一氏の実際の商社ビジネス、経営の経験に基づいたご講演は商社のみでなく、わが国他業種の企業にとっても経営戦略上有益な示唆をあたえること大である。あわせ、貿易論を研究の各位にも裨益するところ少なからざるところがあると思われる。
４．かかる趨勢下、商社はこれまでの商品貿易、ハード貿易から、海外投資による資源、エネルギービジネス、食料、ビッグプロジェクト、ICTソフト、サービスビジネスに急速に商権を転換し、熾烈な国際ビジネス競争下、生き残り策を模索している。
５．最近発表された2012年版｢通商白書｣では、わが国の長引く不況の対応策として、EUを代表し、躍進しているドイツの経済、通商戦略を見習うべきだと提言している。
すなはちドイツの大企業は自社のブランド価値を重視し、新興国向けに最高級品をドイツ本国から輸出。一方、ドイツの優れた中堅・中小企業は、製品・技術を得意分野に特化し、積極的なグロ－バル・マーケテイング活動を行なっており、わが国も見習うべきだと指摘している。これらの点も島田氏の話と併せて参考にして頂きたい。

６．最期に最近の多発している企業不祥事、例えば、大王製紙、オリンパス、野村證券のインサイダー取引、英国銀行のLIBOR問題などが頻発している。今後、わが国企業がグローバル市場で国際経営を展開するにあたっては、企業の社会的責任（CSR）に十分留意することの重要性を強調したい。この観点から、今一度、代表的財界人であった渋沢榮一の名古典「論語と算盤」を各位が再度、味読されることをお勧めしたい。
